
うち
臨時交付金
充当額

5,054,003,829 2,526,870,000 

子育て支援臨
時給付金給付
事業

①子育て世帯の生活安定のため、給付金を迅速に支給
する。
②給付金
③児童扶養手当受給世帯及び就学援助の認定世帯

こども課 R2.4 R2.6 50,310,000 50,310,000 
給付世帯数：1,677件
給付額：30,000円/件
給付総額：50,310千円

 生活費等が増加している子育て世
帯を支援し、子供の保健の向上と福
祉の増進に寄与することができた。

小規模事業者
緊急支援事業

①地域密着の小規模事業者等に対し、事業継続や雇用
維持のため、定額で支援金を支給する。
②支援金
③小規模事業者
（支給要件：売上が前年同月比5％以上減少しているこ
と）

商工業振興課 R2.5 R3.2 359,100,000 359,100,000 

新型コロナウイルス感染症拡大によ
り売上減少など大きな影響を受けて
いる市内の小規模事業者に対し、事
業継続に役立てていただくための支
援金を支給した。
助成件数：3,591件
助成金給付総額：359,100千円

 令和２年度御用聞き便での調査に
おいて、32.3％の企業から、活用した
との回答があり、事業継続を促すこ
とができた。

暮らしと仕事
の情報提供事
業

①情報入手が困難な方を含む多くの市民に向けて、感染
症対策及び支援制度を分かりやすく冊子にまとめ、新聞
折り込みによる配布等により情報発信する。
②③印刷費、新聞朝刊折込

広報広聴課 R2.4 R2.6 1,661,126 1,661,000 

冊子「STOPコロナ！『みんなで守る
“暮らしと仕事”の情報』」（B4判カ
ラー6ページ）を70,000部作成し、
R2.5.18の新聞朝刊に折り込んで市
内全域へ配布したほか、市有施設等
で配布した。

 ホームページ等からの情報入手が
困難な方を含めた多くの市民に対し
て、新型コロナウイルス感染症対策
の関連情報（一般市民向け、働く方
向け、事業者向け）を広くお知らせで
きた。

プレミアム付
き商品券発行
事業

①購入額にプレミアム分を上乗せした市独自の商品券を
発行し、地域経済再生のきっかけを創出する。
②1万3千円分の商品券を1万円で販売し、その差額（プレ
ミアム分）を交付対象経費とする。
③登録店舗

商工業振興課 R2.9 R3.3 2,628,445,635 597,279,000 
商品券等発行総額：
　　　　　　　　　　　2,596,113千円
利用可能加盟店舗数：1,111店

 大型店だけでなく、個店での利用も
多くみられ、地域経済の再生に寄与
することができた。
消費喚起効果額　2,588,210千円

地域公共交通
支援事業

①②感染防止対策を実施した上で運行を継続する地域
公共交通事業者（路線バス事業者・タクシー事業者）への
支援を行う。
③路線バス事業者、タクシー事業者

企画課 R2.10 R3.3 15,950,000 15,950,000 
支援事業者数：9社
支援総額：15,950,000円

 コロナ禍で厳しい状況に置かれてい
る事業者を支援することで、地域公
共交通の維持を図ることができた。
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テレワーク環
境整備事業

①②③市庁舎窓口業務の縮小や休止、在宅勤務等によ
る業務継続体制を補完するための環境整備

情報政策課
（デジタル
推進課）

R2.9 R3.3 2,378,047 2,378,000 

テレワーク専用端末導入：56台
テレワーク制度開始：令和3年2月
実施部署数：39部署
実施人数：のべ330人

 専用端末を利用することにより、テ
レワーク勤務であっても、在庁勤務
に近い作業環境が確保され、端末を
利用しない場合と比べ、事務効率の
向上が図られた。

学校保健特別
対策事業費補
助金

①学校再開に当たり、又は再開後における感染症対策を
徹底しながら児童生徒の学びを保障する体制の整備を促
進する。
②③小学校29校、中学校16校　合計45校

教育総務課 R2.4 R3.3 111,361,791 55,681,000 
支援学校数：45校
マスク購入数：16,860枚
消毒液購入数：2,315個

 学校における感染症対策を徹底し
ながら児童及び生徒の学びの機会
を保障する体制の整備を行うことが
できた。

学校給食費無
償化事業

①子育て世帯の経済的負担の軽減を図るため、10月以
降に児童生徒が喫食する給食費を無償化することで、本
市独自の幅広い子育て支援策として実施する。
②負担金・補助金として、給食材料費購入に係る経費を
給付
③各小中学校、特別支援学校・私立小中学校・弁当持参
の児童生徒の保護者

教育総務課 R2.10 R3.3 66,127,171 66,127,000 

給食費無償化対象児童生徒数
2,293名
給食費相当額補助対象児童生徒数
407名

 給食費を無償化及び補助すること
によりコロナ禍における子育て世帯
の経済的負担を軽減することができ
た。

学校給食充実
事業（無償化
による実費徴
収金の減）

①子育て世帯の経済的負担の軽減を図るため
②小中学校の給食費の無償化に係る費用（熊谷学校給
食充実事業及び江南学校給食充実事業に交付金を充
当）
③熊谷学校給食充実事業及び江南学校給食充実事業

教育総務課 R2.10 R3.3 292,342,125 292,342,000 
給食費無償化対象児童生徒数
11,496名

 給食費を無償化することによりコロ
ナ禍における子育て世帯の経済的
負担を軽減することができた。

公立学校情報
通信ネット
ワーク環境施
設整備費補助
金

①児童生徒1人1台端末、校内ＬＡＮを整備する。
②③小中学校数　45校 教育総務課 R2.11 R3.3 442,772,000 220,285,000 

環境整備支援学校数　45校
整備端末数　14,049台

 自宅学習や遠隔授業などが可能な
学習環境を整備することにより、児
童生徒の学習活動を継続しながら、
学校の臨時的休業等の感染防止対
策を行うことが可能となった。

小中学校
GIGAスクール
構想事業

①国が進めるGIGAスクール構想に係る児童生徒1人1台
のタブレット端末をリースにより導入する。国からの定額
補助の上乗せに係る経費。
②③リース代　14,049台　45校

教育総務課 R2.12 R3.3 1,104,334 1,104,000 
環境整備支援学校数：45校
整備端末数：14,049台

 学校における感染症対策を徹底し
ながら児童及び生徒の学びの機会
を保障をする体制の整備を行うこと
ができた。
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修学旅行キャ
ンセル料支援
事業

①小学校6年生と中学3年生の修学旅行の中止に伴う
キャンセル料について、保護者の経済的な負担を軽減す
ることためキャンセル料を市費で負担する。
②③キャンセル料を支払った学校
・小学校分　3校分
・中学校分　16校分

学校教育課 R3.1 R3.2 6,626,071 6,626,000 

修学旅行キャンセル料補助をした学
校数
・小学校：3校
・中学校：16校
修学旅行キャンセル料補助金総額
6,626,071円

 該当する全ての家庭に支援をする
ことができ、保護者の経済的な負担
の軽減に一定の効果があったと考え
る。

秩父鉄道㈱IC
カード乗車券
導入支援事業

①収束後の地域の移動を支えるとともに、キャッシュレス
化の推進及び利便性向上のため、地域交通機関が行う
高度化事業（ICカード導入事業）に対し、沿線自治体（5市
3町）で組織する協議会において支援を行う。
②全体事業費（概算）810,000千円
③沿線市町で構成する協議会を通じ、鉄道事業者へ支援
金を交付する。

企画課 R3.1 R3.3 39,055,000 39,055,000 

 新型コロナウイルス感染症対策とし
て、鉄道事業者の高度化を促進し、
利便性の向上を図るため、ICカード
乗車券に要する経費について、秩父
鉄道整備促進協議会において支援
を行った。
支援金：39,055,000円

 非接触型ICカード乗車券の導入に
より、鉄道事業者の感染症対策を促
し、コロナ禍においても市民等がより
安心して鉄道を利用できる環境を整
備できた。併せて利便性の向上が図
れた。

消防施設環境
改善整備事業
（仮眠室個室
化）

①当直勤務消防職員の感染防止及び健康衛生管理のた
め、仮眠室の個室化を行う。
②仮眠室パーティション設置工事請負費
③3消防署

消防総務課 R2.12 R3.3 85,591,000 85,591,000 

仮眠室個室化
・熊谷消防署25室：35,948,000円
・玉井分署15室：24,596,000円
・妻沼消防署16室：25,047,000円

 当直勤務消防職員の新型コロナウ
イルス感染拡大阻止を目的に施設
環境改善整備を行い、現在まで職員
間での感染はなく、感染症流行期に
おいても消防力の維持、確保ができ
た。

医療機関支援
事業

①医療提供体制の維持・強化のため、医療機関へ支援
金支給する。
②③PCR検査又は抗原検査を実施している医療機関
帰国者・接触者外来を受け付ける医療機関

健康づくり課 R2.12 R3.3 27,000,000 26,000,000 

・PCR検査・抗原検査実施の
　医療機関：46機関
・帰国者・接触者外来実施、又は
　新型コロナウイルス感染症陽性
　患者入院受入の医療機関：4機関

 新型コロナウイルスの感染が疑わ
れる方や、感染した患者を受け入れ
る体制を整備し、必要な医療を提供
することができた。

学校保健特別
対策事業費補
助金

①感染症の長期化が見込まれることから、保健衛生用品
を購入し、学校教育活動を円滑に継続する。
②③小学校29校、中学校16校　合計45校

教育総務課 R3.4 R4.3 42,779,744 21,390,000 
支援学校数：45校
マスク購入数：12,980枚
消毒液購入数：1,365個

 学校における感染症対策を徹底し
ながら児童及び生徒の学びの保障
をする体制の整備を行うことができ
た。

議事堂内感染
拡大防止対策
事業

①議事堂の感染防止対策を実施し、議会運営の維持を
図る。
②③・自動検温システム、アクリル板新設、オゾン消毒装
置

議会事務局 R3.3 R3.5 1,325,500 1,325,000 

①検温カメラ：１台配備（275,000円）
②アクリルパーティション：議場内に
４台設置（130,900円）
③ポータブルオゾン発生器：２台配
備（919,600円）

 感染拡大防止対策を実施し、公共
的空間の安全・安心を確保すること
で、市民の負託を受けた議会として
の機能維持を図り、議会活動を持続
させることができた。
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市税等マルチ
ペイメントネッ
トワーク収納
事業

①新型コロナウイルス感染症対策として、非対面でのデ
ジタル納税環境を整備する。
②③収納管理システム改修委託料

納税課 R3.3 R3.8 1,210,000 1,210,000 

スマートフォン決済アプリを使った非
対面での納税環境の整備を行う。導
入に際し、住民情報系収納管理シス
テムの改修を行った。

 令和３年９月１日からスマートフォン
決済アプリでの市税等の納付が可
能となり、新型コロナウイルス感染症
拡大防止に寄与した。
納付件数：1,996件
納付額：38,734,969円

消防施設環境
改善整備事業
（跳ね上げ
ベッド等）

①感染リスクのある救急現場の最前線で従事する消防職
員の感染防止及び健康衛生管理のため、仮眠室等の整
備を行う。
②③仮眠室を個室化し、布団一式をベッド内へ収納する
ことで、空間を確保する。布団収納型ベッド6台、個人ロッ
カー12台

消防総務課 R3.4 R3.7 4,510,000 4,510,000 

職員間の感染拡大防止を目的とした
仮眠室の間仕切り化に伴い布団収
納型跳ね上げ式ベッド6台、個人ロッ
カー12台を購入。

 既存ベッドを布団収納型の跳ね上
げ式ベッド及び個人ロッカーに替え
たことで、布団収容棚を撤去すること
ができた。これにより仮眠室内の空
間が確保され、間仕切り化に繋が
り、感染症対策を実施することができ
た。

消防施設環境
改善整備事業
（シャワー室
等）

①感染リスクのある救急現場の最前線で従事する消防職
員の感染防止及び健康衛生管理のため、シャワー室等
の整備を行う。
②③飛沫等に曝露した際に迅速に対応できるようにする
ため、浴槽を廃し、シャワーユニット設置する。

消防総務課 R3.6 R3.9 6,579,034 6,579,000 

シャワー室設置
・江南分署2室：3,118,500円
・大里分署2室：3,108,600円
消防本部指令課仮眠室を区分けす
るため、カーテンレールを設置し、
カーテンによる間仕切りを実施：
351,934円

 ・飛沫、汚物等に曝露しても一度に
複数の職員が利用することができる
ようになり、時間短縮及び感染症対
策に繋がった。
・カーテンで間仕切りしたことで、現
在まで職員間の感染はなく、消防力
の維持、確保ができた。

子育て応援臨
時給付金給付
事業（0歳～18
歳）

①②感染拡大の影響により、生活費が増加している子育
て世帯を新するため、R3.2.28～R3.3.31時点で0歳から18
歳の全ての児童生徒を対象とし、給付金を支給する。
③対象児童生徒の父母又は養育者

こども課 R3.3 R3.9 290,960,000 288,670,000 
給付対象児童：29,096人
給付額：10,000円/人
給付総額：290,960,000円

 生活費等が増加している子育て世
帯を支援し、子供の保健の向上と福
祉の増進に寄与することができた。

高齢者施設
PCR検査等助
成事業

①高齢者の感染拡大防止及び感染した施設職員の早期
発見によるクラスター発生防止のためのPCR等検査費の
助成
②③高齢者施設等の職員のPCR検査費用の助成

長寿いきがい
課

R3.3 R4.2 5,923,070 5,923,000 

高齢者施設に対し、施設が従事者に
行ったＰＣＲ検査の費用の一部を助
成。
（1人あたり20,000円を上限）
・申請数　19回
・施設数　15施設

 市の補助事業だけでなく、他の補助
事業等と併せて利用してもらう事に
より、施設職員へ安心感を与えるこ
とができた。

障害者施設
PCR等検査助
成事業

①障害者の感染拡大防止及び施設職員の早期発見によ
るクラスター発生防止のためのPCR等検査費用の助成
②③障害者総合支援法に規定する療養介護施設及び施
設入所施設7施設の職員に対するPCR検査費用の助成

障害福祉課 R3.3 R4.2 9,199,651 9,199,000 
助成施設数　10施設
助成総額　9,199,651円

事業継続を促すことが出来た。



うち
臨時交付金
充当額

事業
始期

事業
終期

事業の実施状況
※実施内容と具体的な人数や件
数、金額や内訳などが把握できる

よう記載してください。

事業の効果
※事業を実施したことによる新型
コロナウイルス感染症対策や対応
への効果を記載してください。

総事業費

交付対象事
業の名称

【新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付
金実施計画】
事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

担当課

個店連携応援
事業

①2度目の緊急事態宣言に伴い、商業者の個店グループ
に対し補助金を交付し、市内商業活性化を図る。
②感染症対策を実施する事業を補助対象事業に追加。
感染症対策対象経費を補助
③3者以上が連携する商業者の個店グループ

商工業振興課 R3.4 R4.4 4,433,000 3,322,000 

市内の商業者グループが実施する
共同事業に対し、経費の一部を補助
した。
対象経費の3分の2(上限50万円)
交付件数：12件
交付金額：4,433,000円

 商業者グループが新たなアイディア
で実施する事業に補助することで、
新型コロナウイルス感染症により落
ち込んだ市内消費の喚起および活
性化に寄与しました。

テイクアウト・
おいしい応援
事業

①外出自粛に対応した外食産業の支援
②③テイクアウト・デリバリーの利用促進を図るため、登
録店舗で利用可能なクーポン券を発行する。

商工業振興課 R3.6 R3.9 25,931,400 25,931,000 

新型コロナウイルスの蔓延により大
きな打撃を受けている飲食店を応援
し、テイクアウト、デリバリーの利用
促進を図るためにクーポン券を発行
した。
市報と同時配布でクーポン券を配布
クーポン券の金額
200円（300円以上の購入で使用可）
300円（500円以上の購入で使用可）
500円（700円以上の購入で使用可）

 登録店を対象としたアンケート結果
によると約6割が売り上げ向上
・200円券の使用：24,572枚
・300円券の使用：25,505枚
・500円券の使用：26,731枚
使用時に自己負担分を上乗せしたた
め、換金総額25,931,400円で、最低
でも38,835,800円の消費を喚起した。

中小企業者事
業継続応援事
業

①②③2度目の緊急事態宣言に伴い、市内に事業所を有
する中小企業者に対し、追加支援策として事業継続のた
め定額で支援金を支給する。

商工業振興課 R3.5 R4.2 141,950,000 141,950,000 

新型コロナウイルス感染症拡大によ
り売上減少など大きな影響を受けて
いる市内の中小企業者に対し、事業
継続に役立てていただくための支援
金を支給した。
１事業者につき5万円
交付件数：2,839件
交付金額：141,950千円

 中小企業者に対し追加支援を行っ
たことで、事業継続を促すことができ
た。

中小企業テレ
ワーク環境整
備事業導入支
援事業

①②③市内中小企業の新型コロナ対応、生産性向上、働
き方改革のため、テレワークの導入等に必要な経費を補
助する。

商工業振興課 R3.4 R4.3 5,563,852 5,466,000 

テレワークができる環境を新規に構
築する中小企業者に対し、経費の一
部を補助した。
対象経費の3分の2（上限50万円）
交付件数：21件
交付金額：5,466,000円

 中小企業者の経済的負担を軽減す
ることで、テレワークを導入するきっ
かけとなり、市内のテレワークの普
及、定着、また中小企業者の働き方
改革の着手に寄与した。

サテライトオ
フィス設置支
援事業

①2度目の緊急事態宣言に伴い、テレワークの一層の推
進を図る。
②③サテライトオフィスを新たに設置する市内事業者を募
集し補助金を交付する。

商工業振興課 R3.3 R4.3 17,167,959 17,000,000 

新たなサテライトオフィスを設置、運
営する事業者に対し、必要な経費の
一部を補助した。
対象経費の10分の9（上限2,000万
円）
交付額：17,167,959円

 テレワークの普及、定着、また職住
近接による新しい働き方の推進に寄
与した。

公立学校情報
通信ネット
ワーク環境施
設整備費（継
ぎ足し）

①コロナ禍においても全ての児童生徒に公正に学びを提
供するとともに、端末を介したコミュニケーションによって
会話削減に役立てるため、校内ＬＡＮ構築する。（特別教
室や職員室等）
②③小中学校数　45校

教育総務課 R2.11 R3.3 366,646,319 174,906,000 
環境整備支援学校数　45校
整備端末数　14,049台

 学校における感染症対策を徹底し
ながら児童及び生徒の学びの機会
を保障をする体制の整備を行うこと
ができた。


